声明　　　　　自衛隊中東派兵の企てに抗議し、憲法に基づく平和外交を求めます
　　　　　　　　　　　　　　　　

　安倍内閣は18日、国家安全保障会議（ＮＳＣ）で、海上自衛隊の護衛艦などを年内にも中東に派兵する方針を固めました。「中東地域の平和と安定」、「わが国に関係する船舶の安全確保」が目的とされています。
現在の中東危機は、トランプ米大統領が一方的に「イラン核合意」からの離脱を表明したことに端を発し、「有志連合」の名でイランへの軍事的包囲網をつくり、日本をはじめ各国の参加をよびかけたことからもたらされているものです。日本の方針はこの「有志連合」には参加しないが、最も緊張の高まっているホルムズ海峡につながる「オマーン湾」や「バブルマンデブ海峡東側」に自衛隊の艦艇や哨戒機を派兵するとしています。しかし河野太郎防衛相は、ホルムズ海峡への派兵も否定していません。万一、アメリカとイランの戦闘が始まれば、自衛隊もアメリカと共に戦う危険は極めて大きくなるといわざるをえません。
日本政府はこれまで、「武力行使の目的をもって武装した部隊を他国の領土、領海、領空に派遣する海外派兵」は、「自衛のための必要最小限度を超えるものであり、憲法上許されない」との「専守防衛」の立場をとってきました。しかしながら、同盟国であるアメリカが軍事行動をおこしたとき、その戦闘の場から離れた「後方地域」で支援することは許されるとし、テロ特措法、イラク特措法などを強行し自衛隊を派兵してきました。そして安倍政権の下では2014年、「わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由、幸福追及の権利が根底から覆される」危険がある場合にはアメリカと共同して武力行使できるとの集団的自衛権行使一部容認の閣議決定がおこなわれ、2015年には安保法制（戦争法）が強行されました。まさに憲法を踏みにじって「戦争する国」への道を突き進んでいるのです。

しかし自衛隊発足から50年たった段階の「国防の基本方針」では、「効率的な防衛力を漸進的に整備」と「日米安保体制」は「第３、第４」の柱であって、「それに先立ち第１に国際協調と平和的努力の推進、第２に内政の安定」をはかるといわざるをえませんでした。今回の自衛隊派兵にあたっても国会の承認を要件としない防衛省設置法にもとづく「調査・研究」などという言い逃れをしています。国民の厳しい監視のもと、憲法9条を意識せざるを得ないためであり、憲法9条は依然として安倍首相の「戦争する国」づくりの高いカベとしてたちはだかっているのです。いま安倍政権が中東への自衛隊の派兵で立憲主義破壊、憲法じゅうりんの新たな拡大をはかろうとしているのもこのカベを取り払う既成事実を拡大し、９条改憲への道を拡大しようとするものです。
私たちは９条改憲と一体のものとしてすすめられているアメリカ言いなりの海外派兵に強く抗議し、その撤回を求めます。そしてアメリカの「イラン核合意」復帰を求めるなど憲法にもとづく平和外交の努力を強め、国内外の広範な世論を巻き起こすために奮闘するものです。

　　　　　　　　　　　　　　
2019年10月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　憲法会議（憲法改悪阻止各界連絡会議）
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